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「選択的夫婦別氏制度」とは？
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選択的夫婦別氏制度とは、夫婦が望む場合には、結婚後も夫婦がそれぞれ結婚前の氏を称するこ
とを認める制度です。なお、この制度は一般に「選択的夫婦別姓制度」と呼ばれることがありますが、民
法等の法律では、「姓」や「名字」のことを 「氏」と呼んでいることから、法務省では「選択的夫婦別氏制
度」と呼んでいます。

現在の民法のもとでは、結婚に際して、男性又は女性のいずれか一方が、必ず氏を改めなければな
りません。そして、現実には、男性の氏を選び、女性が氏を改める例が圧倒的多数です。ところが、女
性の社会進出等に伴い、改氏による職業生活上や日常生活上の不便·不利益、アイデンテイティの喪
失など様々な不便・不利益が指摘されてきたことなどを背景に、選択的夫婦別氏制度の導入を求める
意見があります。

法務省としては、選択的夫婦別氏制度の導入は、婚姻制度や家族の在り方と関係する重要な問題で
すので、国民の理解のもとに進められるべきものと考えています。

I検討経過等

1 法務省においては、平成3年から法制審議会民法部会（身分法小委員会）において、婚姻制度等の
見直し審議［PDF]を行い、平成8年2月に、法制審議会が「民法の一部存改正する法律案要綱」を答
申しました。同要綱においては、選択的夫婦別氏制度の導入が提言されています。この答申を受
け、法務省においては、平成8年及び平成22年にそれぞれ改正法案を準備しましたが、国民各層
に様々な意見があること等から、いずれも国会に提出するには至りませんでした（平成22年に準備
した改正法案の概要等については、平成22年2月24日開催第16回法務省政策会議配布資料
[PDF]及び平成22年に準備された改正法案（氏に関する部分）の骨子[PDF]をご参照ください。）

2 夫婦の氏に関する問題については、令和8年3月に閣議決定された第6次男女共同参画某本計画
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が 、 辻百参百口 I ヽームページヘ l ン においても、夫
婦の氏に関する具体的な制度の在り方に関し、国民各層の意見や国会における議論の動向を注視
しながら、司法の判断も踏まえ、更なる検討を進めることとされています。

世論調査の結果

令和3年に実施した「家族の法制に関する世論顕査」の結果では、夫婦の名字の在り方に関する設問
について、「現在の制度である夫婦同姓制度を維持した方がよい」と答えた方の割合が27 、0%、「現在の
制度である夫婦同姓制度を維持した上で、旧姓の通称使用についての法制度を設けた方がよい」と答え
た方の割合が42.2%、 「選択的夫婦別姓制度を導入した方がよい」と答えた方の割合が28.9％となってい
ます。また、この設問について、性別、年代、結婚歴、職業等ごとに回答割合を整理したものや、他の関
連する設問への回答との関係を整理したもの（クロス分析）に関する、より詳細な情報はこちらです。
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